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1.  平成22年3月期第1四半期の連結業績（平成21年4月1日～平成21年6月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期第1四半期 4,398 △56.3 △653 ― △503 ― △526 ―
21年3月期第1四半期 10,066 ― 219 ― 321 ― 188 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

22年3月期第1四半期 △24.39 ―
21年3月期第1四半期 8.75 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期第1四半期 14,836 4,266 27.9 191.51
21年3月期 16,102 4,516 27.3 203.48

（参考） 自己資本   22年3月期第1四半期  4,133百万円 21年3月期  4,392百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無  
現時点では、22年３月期配当予想額は未定であります。 

1株当たり配当金
（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

21年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00
22年3月期 ―
22年3月期 

（予想）
― ― ― ―

3.  平成22年3月期の連結業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  無   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

11,282 △44.5 △1,026 ― △926 ― △967 ― △44.79

通期 27,550 △20.7 △431 ― △232 ― △293 ― △13.57
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4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  
（注）詳細は、３ページ【定性的情報・財務諸表等】４．その他をご覧ください。 

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重
要な事項等の変更に記載されるもの） 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
１． 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいてお 
り、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等に 
ついては、３ページ【定性的情報・財務諸表等】３．連結業績予想に関する定性的情報をご覧ください。 
２． 平成22年３月期の配当予想につきましては、現時点で判断する業績予想に鑑み、未定とさせていただき、今後業績実績等を総合的に勘案した上でご
提案させていただきます。 

新規 ―社 （社名 ） 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 無
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年3月期第1四半期 21,610,000株 21年3月期  21,610,000株
② 期末自己株式数 22年3月期第1四半期  24,740株 21年3月期  24,614株
③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 22年3月期第1四半期 21,585,302株 21年3月期第1四半期 21,587,842株



定性的情報・財務諸表等

１．連結経営成績に関する定性的情報

　当第１四半期における我が国経済は、前年からの世界的な景気後退のなか、一部に持ち直しの動きが見えるものの

依然として、企業収益の悪化、設備投資の抑制、個人消費の低迷など非常に厳しい状況のまま推移いたしました。　

　このような経済環境のもとで、平成21年４月１日から平成21年６月30日までの第１四半期の当社グループの売上高

は、４３億９８百万円と前年同期（１００億６６百万円）と比べ、５６.３％減収となりました。　

  事業別では、電装品事業につきましては、トラック市場の世界的な景気後退を背景にした需要減により、売上高は

１４億１２百万円と前年同期(３１億８３百万円)と比べ、５５．６％の減収となりました。発電機事業につきまして

は、前年アジア向け中心に好調であった自社ブランド発電機「ＥＬＥＭＡＸ」の売上台数が８千台と前年同期（２万

７千台）と比べ７１．６％の減少となるなど、発電機事業の売上高は１９億９２百万円と前年同期(５１億４７百万

円)と比べ、６１．３％の減収となりました。　

　冷蔵庫事業につきましては、オーストラリア向けが９千台と前年同期(１万２千台)と比べ２７．５％減少となるな

ど、冷蔵庫事業の売上高は８億３７百万円と前年同期(１４億９８百万円)と比べ、４４．１％の減収となりました。

　

　損益面では、原価改善、固定費削減等を実施しましたが、売上高の大幅な減少による減益を補うことができず、営

業損失６億５３百万円、経常損失５億３百万円、四半期純損失５億２６百万円となり、いずれも前年同期に比べ減益

となりました。

２．連結財政状態に関する定性的情報

　当第１四半期末は、総資産が１４８億３６百万円となり、前年度末と比較して１２億６５百万円の減少となりまし

た。売上高の減少などによる受取手形や売掛金及び棚卸資産の減少並びに有価証券の時価評価の変動によるものです。

負債は、１０５億７０百万円となり、前年度末と比較して１０億１５百万円の減少となりました。支払手形や買掛金

の減少によるものです。　　

　純資産は、４２億６６百万円と、前年度末と比較して、２億４９百万円の減少となりました。当第１四半期純損失

によるものです。　

３．連結業績予想に関する定性的情報

　平成21年度の我が国経済は、政府の経済危機対策の効果、輸出や生産の持ち直しが期待されますが、欧米等先進諸

国の景気回復遅れ、資源価格の一部上昇懸念などもあり、為替動向も含め国内・海外市場ともに今後とも慎重に対処

していく必要があります。

　このような状況において、今後とも一層の合理化を進めることにより、経営体質強化、業績の向上に努めてまいり

ます。

　なお、平成22年３月期の通期連結業績見通しは以下のとおりでございます。

売 上 高　　２７５億５０百万円

営業損失　　　　４億３１百万円

経常損失　　　　２億３２百万円

４．その他

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）

該当事項はありません。

（２）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

①棚卸資産の評価方法

　当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前連結会計年度末の実地棚卸高

を基礎として合理的な方法により算定する方法によっております。

②法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

　法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定する方法によっ

ております。　

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生

状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度において採用した将来の業績予測やタックス・プラ

ンニングを利用する方法によっております。

－ 1 －



（３）四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更

・完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更　

　請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用しておりましたが、「工事契約に関す

る会計基準」(企業会計基準委員会 企業会計基準第15号 平成19年12月27日)及び「工事契約に関する会計基準の

適用指針」(企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日)を当第１四半期連結会計期間から適用し、当第１四

半期連結会計期間の期首に存在する工事契約を含むすべての工事契約において当第１四半期連結会計期間末まで

の進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例

法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。　

　これに伴う、売上高、営業損失、経常損失及び税金等調整前四半期純損失に与える影響はありません。　

－ 2 －



５．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,219 1,186

受取手形及び売掛金 2,541 3,678

商品及び製品 1,880 2,040

仕掛品 1,342 1,543

原材料及び貯蔵品 229 211

繰延税金資産 8 2

その他 275 265

貸倒引当金 △5 △11

流動資産合計 7,491 8,916

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,185 1,201

機械装置及び運搬具（純額） 1,513 1,557

土地 1,042 1,040

建設仮勘定 200 339

その他（純額） 297 324

有形固定資産合計 4,238 4,463

無形固定資産 100 105

投資その他の資産   

投資有価証券 2,904 2,516

繰延税金資産 28 27

その他 76 73

貸倒引当金 △3 －

投資その他の資産合計 3,005 2,616

固定資産合計 7,344 7,185

資産合計 14,836 16,102



（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 2,764 4,207

短期借入金 2,156 1,706

未払法人税等 11 28

製品保証引当金 100 96

賞与引当金 443 270

繰延税金負債 0 0

その他 886 1,092

流動負債合計 6,363 7,401

固定負債   

長期借入金 884 1,009

退職給付引当金 2,260 2,277

役員退職慰労引当金 70 62

繰延税金負債 990 833

その他 0 1

固定負債合計 4,206 4,184

負債合計 10,570 11,585

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,080 1,080

資本剰余金 117 117

利益剰余金 1,605 2,131

自己株式 △6 △6

株主資本合計 2,797 3,323

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 1,454 1,223

為替換算調整勘定 △117 △154

評価・換算差額等合計 1,336 1,068

少数株主持分 132 123

純資産合計 4,266 4,516

負債純資産合計 14,836 16,102



（２）四半期連結損益計算書 
（第１四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

売上高 10,066 4,398

売上原価 9,246 4,570

売上総利益又は売上総損失（△） 820 △172

販売費及び一般管理費 600 481

営業利益又は営業損失（△） 219 △653

営業外収益   

受取利息 3 0

受取配当金 25 10

固定資産賃貸料 12 8

為替差益 67 114

その他 2 31

営業外収益合計 111 166

営業外費用   

支払利息 1 8

たな卸資産処分損 0 －

固定資産賃貸費用 3 3

その他 4 4

営業外費用合計 9 16

経常利益又は経常損失（△） 321 △503

特別利益   

有形固定資産売却益 0 －

貸倒引当金戻入額 0 2

特別利益合計 0 2

特別損失   

有形固定資産処分損 1 1

特別損失合計 1 1

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

320 △501

法人税等 119 19

少数株主利益 12 5

四半期純利益又は四半期純損失（△） 188 △526



（３）継続企業の前提に関する注記

　該当事項はありません。

（４）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

　該当事項はありません。

－ 1 －
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